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1. はじめに 
原子力規制委員会が定める原子力災害対策指針では、原子力災害発生時に影

響が及ぶ可能性がある区域（原子力災害対策重点区域）を定めた上で、重点的に

原子力災害に特有な対策を講じておくこととされている。当該指針に基づき、実

用発電用原子炉については、当該施設より概ね 5 ㎞を目安とする PAZ、概ね 30

㎞を目安とする UPZ について、災害対策基本法に基づき関係地方公共団体が作

成する地域防災計画で、その具体的な区域を規定している。 

原子力災害が発生又は発生するおそれがある場合（以下「原子力災害発生時等」

という。）には、国の原子力災害対策本部等から、関係地方公共団体に対し、避

難、屋内退避、一時移転等の指示・要請が出される。この指示・要請を踏まえ、

関係地方公共団体は、住民の避難、屋内退避、一時移転等を行うこととしている。 

避難又は一時移転（以下「避難等」という。）を行う場合には、避難等を行う

住民等（以下「避難者」という。）を受け入れる市町村（以下「受入市町村」と

いう。）やこの受入市町村が属する都道府県（以下「受入都道府県」という。）の

協力が不可欠である。また、避難元の市町村（以下「避難元市町村」という。）

やこの避難元市町村が属する道府県（以下「避難元道府県」という。）が作成す

る避難計画では、基本的にあらかじめ原子力災害発生時等の避難者として想定

される数も考慮し、避難先を具体的に定めているところではあるが、PAZに比べ、

UPZ内での住民等は非常に多いことから、その避難等に際しては、原子力災害対

策重点区域外の広域にわたる多くの地方公共団体の協力が必要となる。 

こうした状況において、原子力災害発生時等に備えた受入市町村による事前

の準備や、原子力災害発生時等の実際の避難所、福祉避難所等（以下「避難所

等」という。）の設置、運営のため必要と考えられる事項等を示すことによ

り、受入市町村及び避難元市町村の避難等受入れに関する手順の具体化等を図

り、具体的な取組を促進することを目的として、この「原子力災害発生時等に

おける避難者の受入れに係る指針」を作成するものである。 

各受入市町村においては、地域の実状を踏まえ、また、本指針を参考にし

て、具体的な手順等を定めたマニュアル等を作成するなど、適切に対応してい

ただきたい。その際、避難所の仕様、避難所等の生活環境に関する事項につい

ては、自然災害における対応と共通する部分が大きいものと考えられるため、

「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針（平成 25年８月内

閣府（防災担当））」（別添）を参照すること。また、上記マニュアル等の作成

については、「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針（平成

25年８月内閣府（防災担当））」において各市町村において作成することとされ

ている「避難所運営の手引（マニュアル）」に、原子力災害発生時等の避難者

の受入れに必要な事項を追加するなどの対応も考えられる。 

防災対策に「終わり」や「完璧」はない。また、災害の態様は一様ではな

く、地域の実状に応じた対応が必要とされる。本指針にて示した内容を参考と

して、各受入市町村において地域の実状に合った形で具体的な対応を検討した

上で、今後、原子力災害を想定した訓練や自然災害への実対応等により得られ

た経験・知見を踏まえ、各受入市町村において継続的に対応の改善を進めてい

くことが重要である。 
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2. 関係者の主な活動と対応 

受入市町村及び避難元市町村の平時における主な活動及び原子力災害発生時

等における基本的な役割は以下のとおり。 

ただし、受入市町村と避難元市町村又は受入都道府県と避難元道府県が別途

役割分担を定める場合には、この限りではない。 

 

2.1 平時における活動 

2.1.1 受入市町村の主な活動  

受入市町村は、原子力災害発生時等の避難者の避難生活支援に関する具体的

な手順等について、あらかじめ検討し、マニュアル等の中で定めておくことが

必要である。 

また、受入市町村は、平時から、要員の研修、各種調査等の実施、訓練の実

施、避難先施設での物資等の備蓄について検討し、避難元市町村と協議するこ

とが重要である。 

 

2.1.2 避難元市町村の主な活動  

原子力災害発生時等にできる限り迅速に避難者を受け入れてもらえるよう、

避難元市町村は、平時から、受入市町村に対し、避難元市町村の地域防災計

画・避難計画に定めている緊急時対応に係る基礎的情報（例えば、幼稚園の園

児数、学校の児童・生徒数、医療機関の入院者数、社会福祉施設の入所者数、

重点区域内の人口及び要配慮者数、避難経路、避難手段等）について、定期的

に提供しておくことが必要である。 

また、避難元市町村は、受入市町村との協議を踏まえ、必要に応じて避難元

道府県の協力を受け、平時から、避難所等に必要と考えられる物資を整備して

おくことが望ましい。 

なお、これらの物資のうち、原子力発電施設等緊急時安全対策交付金の対象

となるものについては、国の支援対象となる。 

さらに、避難元市町村は、国又は避難元道府県が原子力防災訓練を実施する

場合には、避難元道府県、受入市町村、受入都道府県等と協力し、避難者受入

れに係る訓練を行うなど、平時から関係者間の協力体制の構築及びマニュアル

等の実効性の向上に努めることが必要である。 
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2.1.3 国の支援 

国は、地域原子力防災協議会等の場を通じて、避難元市町村及び受入市町村

が行う取組について、具体化・充実化に係る支援を行う。 

また、国は、必要な情報の提供の他に、関係者の訓練・研修、必要な資機材

等の設置について、原子力発電施設等緊急時安全対策交付金制度により支援を

行う。 

 

2.2 原子力災害対策特別措置法による原子力災害発生時等の対応体制  

原子力災害対策特別措置法に基づき、原子力規制委員会が原子力緊急事態が

発生したと認めた場合、内閣総理大臣から原子力緊急事態宣言が行われ、当該

原子力緊急事態に係る緊急事態応急対策等を推進するために、原子力災害対策

本部等が設置される。 

 

 

図１ 原子力災害時の対応体制 

 

原子力災害発生時等には、避難元市町村（避難元道府県）と受入市町村（受

入都道府県）による避難等に係る調整を行う必要がある。そのため、避難元市

町村（避難元道府県）と受入市町村（受入都道府県）は日頃から情報交換や訓

練を通じて、連絡体制を構築することが必要である。 
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2.3 原子力災害対策指針が定める原子力災害発生時等の防護措置 

原子力災害対策指針において、緊急事態の初期対応段階においては、放射性

物質の放出開始前から、必要に応じた防護措置を講じることとしている。具体

的には、原子力発電所の状況に応じて、緊急事態を３つに区分している。 

 

 
※1 EAL（Emergency Action Level)：緊急時活動レベル 
     避難や屋内退避等の防護措置を実施するために、原子力施設の状況に応じて対策するように、事前 
     に定めた判断基準 
※2（AL）＝Alert （SE）＝Site area Emergency （GE）＝General Emergency  
※3 避難の実施に通常以上の時間がかかり、かつ、避難の実施により健康リスクが高まらない避難行動 
     要支援者等、安定ヨウ素剤を事前配布されていない者及び安定ヨウ素剤の服用が不適切な者のうち、 
   施設敷地緊急事態において早期の避難等の防護措置の実施が必要な者 
※4 事態の規模、時間的な推移に応じて UPZ 圏内においても段階的に予防的防護措置を実施する 
     場合あり。 
※5 UPZ 内と同様に、事態の進展等に応じて屋内退避を行う必要がある。このため、全面緊急事態に 
     至った時点で、必要に応じて住民等に対して屋内退避を実施する可能性がある旨の注意喚起を行わ 
     なければならない 

図２ 原子力災害対策指針に基づく EALの考え方 

  

放射性物質の放出後、原子力災害対策本部が、原子力災害対策指針に則っ

て緊急時モニタリングの結果に基づき、高い空間放射線量率が計測された地

域においては、被ばくの影響をできる限り低減する観点から、数時間から１

日以内に避難等の緊急防護措置を講じることとしている（OIL1）。また、そ

れと比較して低い空間放射線量率が計測された地域においても、無用な被ば

くを回避する観点から、１週間以内に一時移転等の早期防護措置を講じるこ

ととしている（OIL2）。 

また、飲食物等については、放射性核種ごとに濃度基準を設け摂取制限を

実施する（OIL6）。 
※ OIL（Operational Intervention Level)：運用上の介入レベル 

      放射線モニタリングなどの計測された値により、避難や一時移転等の防護措置を実施する 
    ための判断基準 
 
  

］ 
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upz内 ll―-------------------------------------------------------
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施設敷地緊急峯娘要避難者(,:,3)

の避難・屋内退避の準備開始

施設敷地緊急事態
EAL(SE)（※1.2) 

例）全交流孟源喪失

施設敷地緊急事態要避難者郎3)

の避難開始・屋内退避

住民の避難準備開始

全面緊急事態
EAL(GE) 

(※li 

例）冷却機能喪失

住民の避難開始

UPZ外
30km~（※5) 

~
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図３ 原子力災害対策指針に基づく UPZの防護措置の考え方（OIL） 

 

 

表１ 原子力災害対策指針に基づく OILの具体的基準と防護措置 

 
（出典：原子力災害対策指針より抜粋） 

 

緊急防護措置
500μ Sv/h超過

早期防護措置
20μSv/h超過

飲食物摂取制限
［飲食物に醗 スグJーニング基準

0.5μ Sv/h超過

|数時間内を目途に区域を特定 ][ I日内を目途に区域を特定 数日内を目途に飲食物中の放射

性核種濃度を測定すぺき区域を

特定

UPZ圏内
悶悶言芸各厄i時屋内 ]~悶域の生産物の摂取を制限

1週間程度内を目途に飲食物中の

放射性核種渓度の測定と分析を
実施5km~30km 

基準の種類

緊
OIL 1 

急

防

護

措
OIL4 

置

早
期

防

護
OIL2 

措

置

飲
飲食物に係る

スクリーニング
食

基準
物

摂

取

制 OIL6 

限

対象地域の住民を、 1週間程度内
に一時移転【OIL2】

避難等される住民等を対象に避難退域時検

査を実施して、基準を超える際は節易除染

基準を超えるものにつき摂取制限

を迅速に実施【OIL6】

【OIL4】

UPZ囲内と同じ

初期設定値 基準の概要 防護措置の概要

地表面からの放射線、再浮遊した

500μ Sv/h 放射性物門の吸入、不注意な経 数時間内を目途1こ区域を特定し、

（地上1mで計測した場合の 口摂取による被ばく彩密を防止す 避難等を冥施。（移動が困難な者

空間放射線線量率） るため、住民等を数時閤内に避難 の一時屋内退避を含む）
や屋内退避等させるための基準

避難又は一時移転の基準に基づ

/3線：40,000cpm 不注意な経口摂取、皮膚汚染から いて避難等した避難者等に避難

の外部被ばくを防止するため、除 退域時検査を実施して、基準を超
（皮膚から数cmでの検出器の計数率） 染を講じるための基準 える際は迅速1こ節易除染等を実

施。

地表面からの放射線、再浮遊した

放射性物門の吸入、不注意な経 1日内を目途に区域を特定し、地
20μ Sv/h 

口摂取による被ばく影樗を防止す 域生産物の摂取を制限するととも
（地上1mで計測した場合の るため、地域生産物の摂取を制限 1こ、1週間程度内に一時移転を実
空間放射線線旦率） するとともに、住民等を1週間程度 施。

内に一時移転させるための基準

0.5μ Sv/h 
OIL6による飲食物の摂取制限を

数日内を目途に飲食物中の放射
判断する準備として、飲食物中の

性核種濃度を測定すべき区域を（地上1mで計測した場合の 放射性核種濃度測定を実施すぺ
空間放射線線豆率） 特定。

き地域を特定する際の基準

核種 飲料水 野菜・魚肉・
（牛乳等） 穀類等

経口摂取による被ばく影響を防止
1週間内を目途に飲食物中の放

放射性ヨウ素 300Bq/kg 2,000Bq/kg 射性核種濃度の測定と分祈を行

放射性セシウム 2008Q／kg 5008Q/kg 
するため、飲食物の摂酌を制限す

い、基準を超えるものにつき摂取

アルファ核種 1 Bq/kg 10Bq/kg 
る際の基準

制限を迅速に実施。

ウラン 208q/kg I OOBq/kg 

. 

I 

＇ 
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2.4 避難元市町村が PAZ の場合の対応  

避難元市町村が PAZの場合の基本的な対応は表２のとおり。 

なお、避難所、福祉避難所等の設置及び受入れについては、受入市町村が主体と

なりつつ、その後の運営については、避難元市町村と受入市町村が役割分担を行い

つつ対応することが必要である。 

 

表２ 原子力災害における避難元市町村（PAZ）及び受入市町村の対応 

 応急対策 

EAL（AL） 

（警戒事態） 

EAL（SE） 

（施設敷地緊急事態） 

EAL（GE） 

（全面緊急事態） 

避
難
元
市
町
村
の
対
応 

○受入市町村への連絡 

○施設敷地緊急事態要避難者の避

難準備※1 

○受入市町村における福祉避難所

等の設営準備の協力 

○避難の実施により、健康リスクが

高まる避難行動要支援者の避難

元市町村における屋内退避施設

の設営準備※2 

○受入市町村への連絡 

○施設敷地緊急事態要避難者の避

難※1 

○受入市町村における福祉避難所

等での受入れの協力 

○避難の実施により、健康リスクが

高まる避難行動要支援者の避難

元市町村における屋内退避施設

での受入れ※2 

○PAZ 内住民の避難準備 

○受入市町村における避難所の設

営準備の協力 

○受入市町村への連絡 

 

 

○受入市町村における福祉避難所

等の運営の協力 

○避難の実施により、健康リスクが

高まる避難行動要支援者の避難

元市町村における屋内退避施設

の運営※2 

○PAZ 内住民の避難 

○受入市町村における避難所で

の受入れ及び運営の協力 

受
入
市
町
村
の
対
応 

○受入支援体制の立ち上げ 

○施設敷地緊急事態要避難者の受

入準備※1 

○受入市町村における福祉避難所

等の設営準備 

 

○施設敷地緊急事態要避難者の受

入※1 

○受入市町村における福祉避難所

等での受入れ 

○PAZ 内住民の受入準備 

○受入市町村における避難所の設

営準備 

 

 

 

○受入市町村における福祉避難所

等の運営 

○PAZ 内住民の受入れ 

○受入市町村における避難所での

受入れ及び運営 

※1 避難元市町村での幼稚園の園児、学校の児童・生徒、医療機関の入院患者、社会福祉施設

の入所者等は各施設の避難計画に従って対処する。 

※2 屋内退避施設では、避難の実施により健康リスクが高まる避難行動要支援者等が、輸送等

の避難準備が整うまで屋内退避を行う。  
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2.5 避難元市町村が UPZ の場合の対応 

避難元市町村が UPZの場合の基本的な対応は表３のとおり。 

なお、避難所、福祉避難所等の設置及び受入れについては、受入市町村が主

体となりつつ、その後の運営については、避難元市町村と受入市町村が役割分

担を行いつつ対応することが必要である。 
 
表３ 原子力災害における避難元市町村（UPZ）及び受入市町村の対応 

 応急対策 

（放射性物質放出前） 
 

 

応急対策 

（放射性物質放出後） 

EAL（AL） 

（警戒事態） 

EAL（SE） 

（施設敷地 

緊急事態） 

EAL（GE） 

（全面緊急事態） 
 

OIL1 による避難 

又は 

OIL2 による一時移転 

全
て
の
避
難
元
市
町
村
の
対
応 

○受入市町村へ

の連絡 

○受入市町村へ

の連絡 

 

 

 

 

 

○避難の実施に

より、健康リス

クが高まる避難

行動要支援者

の避難元市町

村における屋

内退避施設の

設営準備※3 

○受入市町村へ

の連絡 

○UPZ 内住民の

屋内退避※1 

○UPZ 内住民の

避難等の準備

※1・2 

○避難の実施に

より、健康リス

クが高まる避難

行動要支援者

の避難元市町

村における屋

内退避施設で

の受入れ※3 

○受入市町村に

おける避難所

等の設営準備

の協力※4 

 

OIL1 による避難又は

OIL2 による一時移転

の指示がなされた 

避難元市町村の対応 

○受入市町村への連絡 

○ＯＩＬ1 に応じた UPZ 内

一部住民の避難の実

施※1 

○ＯＩＬ2 に応じた UPZ 内

一部住民の一時移転

の実施※1 

○避難の実施により、健

康リスクが高まる避難

行動要支援者の避難

元市町村における屋

内退避施設の運営※3 

 

 

 

○受入市町村における

避難所等での受入れ

及び運営の協力 

 

全
て
の
受
入
市
町
村
の
対
応 

－ － 

○受入支援体制

の立ち上げ 

○UPZ 内住民の

受入準備※1・2 

○受入市町村に

おける避難所

等の設営準備

※4 

 

OIL1 による避難又は

OIL2 による一時移転

の指示がなされた 

避難元市町村の 

受入市町村の対応 

 

 

○UPZ 内住民の受入れ

※1 

○受入市町村における

避難所等での受入れ

及び運営 

※1 避難元市町村での幼稚園の園児、学校の児童・生徒、医療機関の入院患者、社会福祉施設の入所者等は各施設の避難

計画に従って対処する。 

※2 UPZ では、原子力施設の状況に応じて、放射性物質の環境への放出前の段階において段階的に避難を行うこともある。 

※3 屋内退避施設では、避難の実施により健康リスクが高まる避難行動要支援者等が、輸送等の避難準備が整うまで屋内退

避を行う。 

※4 受入市町村は、避難元市町村又は受入道府県からの要請により避難所等の設営準備を開始する。 
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3. 平時における受入市町村の具体的準備 

平時において、受入市町村は、避難元市町村と協議し、具体的な準備を行

う。 

その際、避難所等の仕様、避難所等の生活環境に関する事項については、自

然災害における対応と共通する部分が大きいものと考えられるため、「避難所

における良好な生活環境の確保に向けた取組指針（平成 25年８月内閣府（防

災担当））」を参考にすること。 

平時における受入市町村の主な対応は以下のとおり。 

ただし、受入市町村と避難元市町村又は受入都道府県と避難元道府県とが別

途対応方針を定める場合には、この限りではない。 

 

3.1  避難元市町村との協議 

原子力災害発生時等に支援を迅速かつ確実に行う観点から、平時において、

受入市町村は、避難元市町村と協議を行い、原子力災害発生時等の対応や避難

所の運営に関するそれぞれの役割分担について、「避難所における良好な生活

環境の確保に向けた取組指針（平成 25年８月内閣府（防災担当））」を参考に

して、あらかじめ具体的に取り決めておくことが必要である。 

 

3.2  避難所等の周知及び担当者の指定 

原子力災害発生時等に避難所等の運営を円滑に実施するため、受入市町村

は、避難元市町村と取り決めた避難所等を避難所等の周辺地域の住民にあらか

じめ周知しておくことが望ましい。また、受入市町村は、避難所等ごとに運営

責任者を指定しておくことが必要である。 
 

3.3  避難所等における必要な物資の備蓄 

受入市町村は、避難元市町村の基礎的情報（例えば、幼稚園の園児数、学校

の児童・生徒数、医療機関の入院患者数、社会福祉施設の入所者数、重点区域

内の人口及び要配慮者数、避難経路、避難手段等）を踏まえ、避難所等に必要

と考えられる物資について避難元市町村と協議し、避難元市町村又は避難元道

府県が整備する物資を備蓄しておくことが望ましい。 

なお、これらの物資のうち、原子力発電施設等緊急時安全対策交付金の対象

となるものについては、国の支援対象となる。 
 

3.4 手引の作成 

受入市町村は、あらかじめ関係者と協議の上、運営責任者、施設管理者等が

円滑かつ統一的な避難所等の運営が行えるよう、「避難所における良好な生活

事例 1～8 
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環境の確保に向けた取組指針（平成 25年８月内閣府（防災担当））」を参考に

して、同指針にある「避難所運営の手引（マニュアル）」（以下「手引」とい

う。）を作成し、避難所等の良好な生活環境を確保するための運営基準やその

取組方法を明確にしておくことが必要である。手引には、原子力災害の対応の

観点から、以下の事項が記載されていることが必要である。 

また、自然災害の対応を含め既に作成されているマニュアル等がある場合に

は、原子力災害時の避難者の受入れに必要な事項を追加するなどの対応も考え

られる。 

○連絡体制に関すること 

 原子力災害発生時等における受入市町村と各避難所等の運営責任者及び施設

管理者との連絡体制を、あらかじめ明確にしておくこと。 

○参集体制に関すること 

 原子力災害発生時等における各避難所等の設営等にかかる要員の参集体制

を、あらかじめ整備しておくこと。 

○避難者の受入れに関すること 

避難所等における避難者への各種サービスの提供及び避難者の状況把握のた

めに避難者を受け入れる場合には、受入市町村は、避難者に対し、名簿への登

録を求めること。 

施設敷地緊急事態要避難者及び UPZ内の避難行動要支援者を受け入れる場合

には、避難元市町村から提供される避難行動要支援者名簿及び個別計画（避難

行動要支援者の避難行動支援に関する取組方針（平成 25年 8月内閣府（防災

担当））第Ⅱ部第 4）も活用して対応することが望ましい。 

○避難退域時検査等の確認に関すること 

放射性物質の放出後に UPZ内等からの避難者を受け入れる場合には、原則避

難退域時検査場所で避難退域時検査及び簡易除染（以下「避難退域時検査等」

という。）を受けているかについて、避難所等で通過証等により確認する。 

その際、避難退域時検査場所を通らずに避難するなど、当該避難者が通過証

等を持っていない場合には、原則受入市町村又は受入都道府県は、必要に応じ

て受入市町村又は受入都道府県が指定する場所において、避難退域時検査等を

実施し、放射性物質による汚染状況を確認すること。 

避難退域時検査等の結果、簡易除染を行ってもなお判断基準（OIL4）を超過

している場合には、避難元市町村又は避難元道府県に相談のうえ、除染等が可

能な医療機関等を紹介する等適切な対応をとること。 

PAZ内からの避難者については、通常は放射性物質の環境への放出前の段階

において避難することから、放射性物質による汚染の可能性がないため、避難

退域時検査等は行わない。 
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＜参考＞ 
避難退域時検査の概要（「原子力災害時における避難退域時検査及び簡易除染

マニュアル（平成 27年８月 26日原子力規制庁原子力災害対策・核物質防護

課）」を基に作成） 

原子力災害時においては、国又は地方公共団体は、緊急時モニタリングの結果に

より必要があると判断された場合には、OIL に基づく防護措置として住民に避難等

の指示を出す。 

この OILに基づく防護措置としての避難等の際に、避難等される方の汚染状況を

確認する目的として実施される検査のことを「避難退域時検査」という。なお、こ

の検査は、避難等の迅速性を損なわないよう十分留意して行う必要がある。 

この検査では、除染を行う判断基準（OIL4※）以下であることを確認する。検査

の結果、判断基準以下でない場合には、OIL4 以下にするために脱衣、拭き取り、水

洗等の簡易な除染をする必要がある。 
※OIL4：不注意な経口摂取、皮膚汚染からの外部被ばくを防止するため、除染を講じるための基

準。β線：40,000cpm（皮膚から数 cmでの検出器の計数率） 

避難退域時検査は、原子力災害重点区域の境界付近から避難所までのあらかじめ

指定された場所で行う。 

避難退域時検査場所を通過した場合には、人数を把握するため、例えば、通過年

月日、検査場所、発行者名等を記載した通過証を交付する。 

 

 

○食料、飲料水及び生活必需品の管理並びに配布に関すること 

 受入市町村は、各避難所等における食料、飲料水及び生活必需品の過不足を

把握し、避難元市町村と協議の上、これらが不足する又は不足が想定される場

合には、避難元市町村又は受入都道府県に対して、これらの補給を要請するこ

と。 

また、受入市町村は、食料、飲料水及び生活必需品の配布について、あらか

じめ手順等を定めておくこと。 

○相談窓口に関すること 

 避難者の様々な意見、相談等について、適切に対応できるよう相談窓口を設

置すること。 

また、放射線影響に関する健康管理の相談は、避難元市町村が受入市町村と

協力し、必要に応じて国の支援を受けながら対応すること。 

 

3.5 手引に基づく避難所運営訓練の実施 

手引に基づき、受入市町村は、国又は避難元道府県が実施する原子力防災訓

練も活用し、避難元市町村、受入都道府県、避難元道府県等の関係者と協力し

て、避難所運営のための訓練を実施し、手引の内容の習熟と課題の抽出、それ

に基づく手引等の改善を行うことが重要である。 



 

 12  

 

4. 原子力災害発生時等における受入市町村の対応 

原子力災害発生時等における受入市町村の主な対応は以下のとおり 

ただし、受入市町村と避難元市町村又は受入都道府県と避難元道府県とが別

途対応方針を定める場合には、この限りではない。 

 

4.1 初動対応期における主な対応 

初動対応期とは、警戒事態、施設敷地緊急事態、全面緊急事態に至り、原子

力発電所からの放射性物質の放出があり、緊急時モニタリングの結果等に基づ

いて一時移転等の対象となる区域の住民の避難等が概ね完了するまでの期間

（一時移転の場合には、区域の特定から一週間程度）をいう。 

初動対応期では、受入市町村は、避難所等の設営準備を順次開始し、避難者

の受入れを行う。 

 

4.1.1 PAZ に該当する避難元市町村からの受入れ  

 PAZに該当する避難元市町村からの受入れに当たっては、受入市町村での警

戒事態、施設敷地緊急事態及び全面緊急事態での主な対応は以下のとおり。 

 

4.1.1.1 警戒事態 

(1) 受入体制の準備 

  国は、警戒事態が発生した場合には、原子力規制委員会・内閣府原子力事

故合同警戒本部及び原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同現地警戒本部

を設置し、避難元市町村及び避難元道府県に対して、施設敷地緊急事態要避

難者の避難準備を要請する。 

  受入市町村は、警戒事態が発生した場合には、避難元市町村及び受入都道

府県との連絡体制を整えるとともに、受入体制を立ち上げる。 

同様に、受入都道府県は、警戒事態が発生した場合には、受入市町村及び

避難元道府県との連絡体制を整えるとともに、受入体制を立ち上げる。 

 

(2) 施設敷地緊急事態要避難者の受入準備 

  受入市町村は、避難元市町村又は受入都道府県からの要請により、施設敷

地緊急事態要避難者の受入れのための福祉避難所等の設営準備を開始する。 
  

事例 9 

事例 10 

□二］

□二］
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4.1.1.2 施設敷地緊急事態 

(1) 施設敷地緊急事態要避難者の受入れ 

  受入市町村は、避難元市町村又は受入都道府県の要請により、施設敷地緊

急事態要避難者の受入れを行う。 

 

(2) 避難退域時検査等 

  PAZ内からの施設敷地緊急事態要避難者については、通常は放射性物質の

環境への放出前の段階において避難することから、放射性物質による汚染の

可能性がないため、避難退域時検査等は行わない。 

 

(3) 施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の受入準備 

国は、施設敷地緊急事態が発生した場合には、原子力規制委員会・内閣府

原子力事故合同対策本部及び原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同現地

対策本部を設置し、避難元市町村及び避難元道府県に対して、施設敷地緊急

事態要避難者の避難の実施及び施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の避難

準備を要請する。 

受入市町村は、避難元市町村又は受入都道府県からの要請により、施設敷

地緊急事態要避難者以外の住民の受入れのための避難所の設営準備を開始す

る。 

 

4.1.1.3 全面緊急事態 

(1) 避難者の受入れ 

  全面緊急事態に至った場合には、内閣総理大臣は、原子力緊急事態宣言を

行い、原子力災害対策特別措置法第 15条第３項に基づき、避難元市町村及

び避難元道府県に対して、PAZ内の全ての住民に対して避難を指示するとと

もに、原子力災害対策本部及び原子力災害現地対策本部を設置する。 

  受入市町村は、避難元市町村又は受入都道府県からの要請により、PAZ内

全ての住民の受入れを行う。 

 

(2) 避難退域時検査等 

  PAZ内からの避難者については、通常は放射性物質の環境への放出前の段

階において避難することから、放射性物質による汚染の可能性がないため、

避難退域時検査等は行わない。 

 

4.1.2 UPZ に該当する避難元市町村からの受入れ  

UPZに該当する避難元市町村からの受入れに当たっては、受入市町村での全

面緊急事態における主な対応は以下のとおり。 

事例 11.12 

事例 13 

事例 9 

こ

二
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